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FZ 場 所 目 的 開 設
メルシン 地中海岸 保税倉庫 1987
アンタリア 地中海岸 保税倉庫 1987
イズミール（エーゲ） 地中海岸 製造業加工区 1990
ユムルタリク（アダナ） 地中海岸 製造業加工区 1998
トラブゾン 黒海沿岸 物流中継 1992
アタチュルク空港 イスタンブール 保税倉庫 1990
トラキア 軽工業

































































































































































































































6．お わ り に
後発工業国としてスタートした途上国では，政府主導下で外資導入による工業化政策を推進し
ている。途上国政府が貿易政策，産業政策などの政策策定を行い，こうした政策を政府と外国企
業が協力して実行し，地場企業を育成している。この過程で，外国企業は受入国政府が求める役
割に応じて，受入国の産業集積に貢献していくことになる。受入国政府の工業化政策は，その経
済発展段階，地場企業の成熟度によって異なる。また，進出外国企業も受入国を取り巻く環境変
化によって，その進出戦略を変更していくことになる。
本稿では，トルコを取り上げ4段階における，トルコ政府の工業化政策の内容，政府が日本企
業に求めた役割，各段階で育成された産業，そして日本企業が果たした役割の4点に焦点をおき，
日本企業がトルコの産業集積に果たした役割を検証した。その結果は，以下のようにまとめるこ
とができる。
第1段階では，戦後西側諸国に組み込まれたトルコが，自由経済の下で輸入代替工業化を推進
する過程で，外国企業から技術移転を行い消費財分野において地場企業の育成をはかる。トルコ
政府は米国に技術移転の役割を求め，戦後復興期にあった日本に対しては，技術移転の役割を求
めていなかった。日本とトルコの経済交流は貿易から開始され，日本商社が輸出拡大のためにト
ルコ進出を行った。
第2段階では，トルコが計画経済へと転換し，国営企業を主体とした輸入代替工業化を展開し
て行く段階に入り，国営企業が担う耐久消費財分野において，外国企業からの技術移転を求める
ようになった。ところが，政府の保護政策によって守られていた同分野に，外資は政府が期待し
た通りには進出しなかった。この時期になると，政府は日本企業に対しても同分野における技術
移転の役割を求めるようになる。日本企業2社が進出し設立許可を得たが，厳しい外資運用策の
下で操業には至らず，技術移転の役割を果たすことはなかった。
第3段階では，トルコ政府が国内で抱えた経済危機，対外的にはEU正式加盟申請に続くEU
関税同盟加盟によって，開放経済の下で輸出志向工業化へと工業化政策を大きく転換した。そし
て，FZの創設，BOTプロジェクト等を導入し，外国企業にあらゆる分野における技術移転の役
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割を求めるようになった。この時期，日本大手企業の対トルコ投資が本格化し，自動車，金融，
観光などの分野において，技術移転の役割を果たすようになった。
第4段階では，EU加盟に向けて一層の自由化を推進するトルコが，EU向け輸出生産基地の
役割を果たすようになり，産業高度化をねらって外国企業に産業集積の役割を求めるようになっ
た。これに対して，日本大手企業のみならず中小企業が，自動車・関連分野，流通分野，サービ
ス分野へ進出するようになった。とりわけ，いすゞ，ホンダそしてトヨタが進出して，トルコの
自動車産業の集積に大きな役割を果たすようになった。
では，こうしたトルコの経済発展4段階を通じて進出した日本企業は，トルコの産業集積にお
いて，具体的にどのような役割を果たしたのであろうか。まず，トルコ政府が自由経済へと経済
体制を転換した1980年代以降，日本企業はトルコ政府の求める裾野の広い自動車分野において，
技術移転の役割を果たしてきたことである。つまり，日本企業は耐久消費財分野において，技術
移転の役割を果たしているのである。自動車はトルコ第一の輸出産業になり，トヨタグループを
中心とする部品メーカーの進出により，世界第10位の自動車生産国までになっている。
さらに，日本企業はトルコを取り巻く環境の変化に応じて，進出戦略を変えていることである。
日本企業の対トルコ投資は，国内市場を対象とした市場確保から，EU市場を対象とした輸出生
産基地へと変化し，近年では中東・バルカン・中央アジア市場を狙うまでになっている。
こういったトルコの経済発展ならびに日本企業の対トルコ投資が，EUの拡大によって大きく
規定されていることは重要である。トルコ政府の工業化政策は，EU加盟への各段階において，
大きく影響されてきた。こうしたトルコ政府の工業化政策の変更が，日本企業の経営戦略を変化
させていったのである。
最後に，こうしたトルコの経済発展における日本企業が果たした役割を，研究史上どのように
位置づけることができるであろうか。これまでのトルコの経済発展に応じて，長期にわたり日本
企業が果たしてきた役割を明らかにした点であろう。つまり，産業集積の構築は長時間を要する
のであり，日本企業も長期にわたり産業集積の形成に一定の役割を果たすようになりつつある。
しかしながら，トルコにおいてはEUを中心とした欧州企業が圧倒的であり，まだ日本企業の存
在は大きくないように思われる（11）。
本稿では明らかにできなかった課題も存在する。日本企業が現地政府，地場企業，研究機関な
どといかに協力し，また，その過程で抱えた問題をいかに解決して，産業集積を構築してきたか
は不明である。今後はこの2点を明らかにしていきたい。
〈注〉
（1） 2004年5月1日，25か国の拡大欧州連合（EU）が発足し，4億5,000万人を擁する単一市場が出
現した。拡大EUのGDPは世界全体の25％を占め，貿易は世界全体の20％の規模になる。
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（2） かねて共和人民党政府が準備していた。トルコ産業開発銀行の創設にあたって，資本の50％は国
際復興開発銀行（IBRD）を通じて，米国のチェイス・ナショナル銀行よりもたらされた。
（3） 1939年にヨーロッパにおいて第二次世界大戦が勃発する前に，日本とトルコ間の通商関係はなく
なっていた。1941年に日本が第二次世界大戦に参戦しても，トルコは中立国の立場を守り，外交関
係は継続していた。しかし，1945年1月3日にトルコ大国民議会は，日本との外交関係断行を決議
し，同月6日に駐トルコ日本大使館は閉鎖され，ついで2月23日にトルコ大国民議会は日本に宣戦
布告した。トルコの一連の対応は，戦争の行く末が決した中で，米国を中心とする戦後の世界政策に
参画するためのものであった（メルトハン・三沢，195）
（4） 1923年7月，ローザンヌ条約の締結によりトルコ共和国が成立すると，翌1924年8月日本とトル
コは正式に国交を樹立した。そして，1925年3月に日本はトルコ大使館を開設，一方トルコは1925
年7月に日本大使館を開設した。1925年大阪に日土貿易協会，翌年1926年には東京に日土貿易協会
が設立され，いずれも日本とトルコの親善を図ることが目的とされた。1930年10月には，日本国ト
ルコ国間通商航海条約が締結された。
（5） 東洋棉花は1956年7月，カイロ東棉社を設立し，輸出入取引法人の国有化方針が出されたのを機
に，1961年10月，現地法人を解散して駐在員事務所とした。エジプト綿の買い付けが当時の主な業
務であった。同社のエジプトでの活躍は，同業他社のなかでもっとも古い（社史，129頁）。
（6）「経済安定プログラム」は1980年1月24日に発表されたことから，1.24決定とも呼ばれている
（エルトゥールル，198）。
（7） IMFはその後，更に3つの条件を課してきた。それは，米国との安保・経済協力協定締結と核拡
散防止条約加盟，そして欧州縦断道建設であった（佐原，198199）。
（8） FTZ（FreeTradeZone）とも表示される。
（9） 具体的には，農業（6業種），鉱業，食品，繊維（2分野），林業（2分野），化学，鉄鋼（2分野），
非鉄金属，自動車（9分野），金属品，機械，計測器，タービン（2分野），工作機械，事務機械（2
分野），電子（2分野）であった。
（10） 東京海上保険はイスタンブールに駐在員事務所を開設し，増加する日本企業を対象とした保険販売
を狙った。1988年に資本提携したシャルク・シゴルタ社と生命保険会社の設立に参加，日本の保険
会社としてはトルコの生命保険に初めて進出した（日本経済新聞，1990年6月15日）。
（11） トルコ経済省国際直接投資情報報告2013年2月号によると，2012年末にトルコで操業する外資系
企業総数は3万2,604社で，うちEU企業は50.3％の1万6,415社であった（ジェトロ白書，2013,
451）。
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JapaneseFirmsandTurkishEconomicDevelopment
SumikoKAWABE
Abstract
Inthelateindustrializedcountries,eachgovernmentdevelopsitsownforeigncapital
policyaccordingtoitsindustrialpolicies.Governmentandforeignfirmscopewithpolicies
promotingthedevelopmentoflocalfirms.Throughtheseprocesses,foreignfirmscontrib-
utetotheestablishmentofindustrialclustersinthedevelopingcountries.
Thisstudyanalyzesthefour-stageroleJapanesefirmshavehadinpromotingindus-
trialclustersinaccordancewiththeindustrialpoliciesofTurkey.Theresultsareasfol-
lows:（1）Afterthe1980s,whentheTurkishgovernmentadoptedmarketeconomicpolicies,
Japanesefirmsbegantechnologytransferintheautomobileindustry;（2）Japanesefirms
adaptedtheirinvestmentstrategiesaccordingtotheenvironmentalchangesinTurkey;（3）
TurkisheconomicdevelopmentandJapaneseinvestmentareregulatedbythedegreeto
whichTurkeyalignsitspoliciestothoseoftheEuropeanUnion,withaviewtowardgain-
ingEUmembershipstatus.
Keywords:industrialpolicy,foreigncapitalpolicy,promotingpolicyoflocalfirms,industrialclusters,
EUmemberstate
